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パート１
地域包括ケアシステムと

は何か？

地域包括ケアの原点は広島県尾道市
の寝たきり予防から始まった



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシス
テムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム

5
人口1万人、中学校区、駆け付け30分圏内



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れ
た地域で、その人らしい自立した生
活を送ることができるよう、

①医療、②介護、③予防、④生活
支援、⑤住まいを包括的かつ継続的
に提供するシステム
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地域包括ケアの原点は広島県尾道市

山口昇先生
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1970年代



地域包括ケアは
公立みつぎ総合病院から始まった
•公立みつぎ総合病院

• 1970年代に広島県公立みつぎ総合病院を拠点とした尾
道市御調町の「地域包括ケア」が起源

•「地域包括ケア」の最初の提唱者、山口昇先生
• 同病院の山口昇医師は、1970年当時、脳卒中や心筋梗
塞でみつぎ総合病院に入院した高齢者が退院し、在宅
に帰ってから間もなく「寝たきり」となって再入院す
るケースが多いことに気がついた。

•御調町の取り組み
• 1975年から看護や医療を在宅に「出前」するサービス
を開始して、寝たきり防止に努めることにした。
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地域包括ケア
• 御調町の組織改革

• 1984年、町の保健福祉部門を病院内の健康管理センターに統
合する組織改革を実施した。

• このころから、御調町の保健医療福祉の統合化による「寝た
きり予防」にむけた実践を「地域包括ケア」と呼ぶように
なった。

• 2000年の介護保険スタート
• 2010年の「地域包括ケア研究会」（座長 慶応義塾大学大学
院 田中滋）の報告書の中で、その概念整備がなされ、全国
的な政策として普遍化した。

• 介護保険制度改正で、「地域包括支援センター」が制度化
• 2012年の介護保険報酬改定から地域包括ケアはスタート

•
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11山口昇先生スライドより
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地域包括ケアは病院の
専門職の地域活動から始

まった



高齢者介護研究会と地域包括ケア

• 「地域包括ケア」が初めて国の文書に登場したの
は2003年6月だった。
• 2000年に介護保険制度が始まって3年後である。

• 「高齢者介護研究会」（座長・堀田力さわやか福
祉財団理事長)
• 厚労省老健局長の私的研究会がまとめた報告書「2015年
の高齢者介護」

• 「地域包括ケアシステムの確立」と初めて記載された。

• 「介護保険のサービスを中核としつつ、保健・福
祉・医療の専門職相互の連携、さらにはボラン
ティアなどの住民運動を含めた連携によって、地
域の様々な資源を統合した包括的なケア」



地域包括ケア研究会

• 2008年、厚労省に「地域包括ケア研究会」
（座長・田中滋慶應義塾大学大学院教授）がス
タート

• 2009年に研究会は「住宅サービス」を加えた

•「個人が尊厳ある生活を地域の中で送るために
は、居住環境が整備された住宅を個人が選択で
きることが大切」

•その後、研究会は地域包括ケアシステムの概念
を更新していく



地域包括ケア研究会



パート２
横須賀・三浦の地域医療構想を考える





「よこすか・みうらの地域医療構想を考
える」2016年7月15日（横須賀共済病院）



横須賀・三浦



横須賀・三浦の人口推移

75歳以上



横須賀・三浦

神奈川県

地域医療情報システム（日本医師会）





病院情報局



横須賀・三浦
2025年の病床数の必要量

病床機能報告（厚労省）

6,122床5,325床
高度急性期
は6割減へ

回復期は
５倍へ

722床

1,781床

1,913床
389床



横須賀・三浦
在宅医療等の必要量

在宅医療の必要量は療養病床の医療区分１の７０％、
一般病床の医療資源投入量１７５点未満の患者数が含まれている



横須賀・三浦の
地域包括ケアを考える

７月１５日横須賀共済病院



2025年

2015年

10年で1300人
の死亡数増





自宅
病院

老人ホームその他







横須賀市の在宅医療の取り組み

•市民啓発のためのシンポジウム開催や啓発冊子
の作成

•医療と介護の関係職種の多職種連携のための会
議設置や研修実施

•関係職種のスキルアップや理解を深めるための
セミナー等開催

•在宅医療を推進するための拠点づくり

•病院から退院する際の退院調整ルールづくりな
ど



横須賀市
在宅死亡割合22.9％

20万人以上の都市で全国トップ！

2016年7月8日厚生労働省



パート３
地域包括ケアと

地域密着型サービス





2005年



2006

2012

2016 ９つの
地域密着型
サービス



地域密着型サービスの趣旨は
「在宅介護はこれ以上ム
リ！」という
「在宅限界点」を引き上げる
ことにある



地域密着型サービス

①看護小規模多機能型居宅介護（看多機）

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（24時間地域巡回型訪問サービス）



①看多機（かんたき）



複合サービス
を包括料金で
提供する



2012年

2015年

2018年



2010年8月

2012年



看多機の事例

ミモザの家、新宿区













ポイント②
定期巡回・随時対応型

訪問介護看護





定期巡回・随時対応型
訪問介護看護（24時間サービス）
•①定期巡回サービス

• 訪問介護員等が定期的（原則、1日複数回）に利用者の
居宅を巡回して日常生活上の世話を行う。

•②随時対応サービス
• あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境
等を把握した上で、随時、利用者又はその家族等からの
通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う、または
訪問介護員等の訪問、若しくは看護師当による対応の要
否を判断するサービス。



定期巡回・随時対応型
訪問介護看護（24時間サービス）

•③駆けつけ30分
• 通報があって概ね３０以内の間に駆け付けられるよう
な体制確保に努めることが必要。

•④訪問看護サービス
• 看護師当が医師の指示に基づき、利用者の居宅を訪問
して行う療養上の世話又は必要な診療の補助を行う。

• また療養上の世話又は診療の補助の必要でない利用者
であっても、概ね1月に1回はアセスメントのため看護
職員が訪問する。











PTXX-170623-001









これから地域包括ケアで
求められるのは

地域密着型サービス
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2018年6月6日 社会保障審議会医療部会

パート４
2025年問題と2040年問題を考える



2040年
2025年万人

2025年団塊世代が
75歳以上

2040年団塊ジュニ
アが65歳以上



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減



でも新型コロナで
国の財政も戦後最大ピンチ

コロナ

ヒトナシ、カネナシ
で2025年、2040年の
高齢化の山を登り切
れるのか？

2025年

2040年



2040年へ向けての
医療・介護・福祉

改革プラン

「多様な働き方を目指して」

2040年を展望した社会保障・働き方改革本部の取り
まとめから（2019年5月）





①ロボット、AI、ICT





2018年介護報酬改定



②タスクシフテイング、
シニア人材活用





看護特定行為の導入

「チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ」
(座長：有賀徹・昭和大学病院院長)

医療介護一括法の保
助看法一部改正
（2014年6月）





2020年8月現在、222機関



国際医療福祉大学大学院（東京青山キャンパス）
特定行為看護師養成分野

旧ナースプラクテイショナー養成講座1年生







特定行為看護師を
2024年までに

１万人まで増やそう！

すべての大学病院
が特定行為の指定
研修機関へ！



救急救命士の活用



救急救命
士法の改
正が必要





シニア人材活用







今日のまとめ

・地域包括ケアは病院の専門職の
地域活動から始まった

・地域包括ケアの推進は、在宅限界を
いかに上げていくかが課題の一つ。

・地域密着型サービスに注目しよう
・2025年・2040年問題を考えよう
・タスクシフト、チーム医療・多職種間連携、
ICTがそのポイント



2040年～医療＆介護のデッドライン

• 団塊世代“大死亡時
代”の航海図

• 「団塊の世代の大死亡時代が
刻々と迫っている。筆者もそ
の一員である団塊世代700万人
が大量死亡するピークの2040
年まであと20年」

• 2019年11月27日刊行

• 医学通信社



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp

